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平成 30 年度 組織・機構の見直しについて 

（平成 30 年 4 月 1 日付け再編） 

 

経済部への地域スポーツ課新設と教育委員会事務局内組織の再編 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会、2025 年第 80 回国民体育大会を視野に、地域

の実情や住民のニーズに応じて地域づくりという観点から観光・交流部門と連携しながら地域のス

ポーツ振興に取り組んでいくため、経済部に地域スポーツ課（12 名程度）を新設します。 

同課では、オリンピック・パラリンピック事前合宿誘致や国民体育大会の開催準備、地域のプロス

ポーツクラブとの交流連携事業、青森市アリーナプロジェクト等を進めるほか、官民一体となってス

ポーツを通した交流促進等による地域活性化を図る体制の構築に取り組みます。 
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《チーム①》 

スポーツ振興担当 
・生涯スポーツ・レクリエーション 

支援事業に関する業務 

・地域のプロスポーツクラブ等交流 

連携事業に関する業務 

・体育・スポーツ競技団体育成強化 

業務 

・全国高等学校カーリング選手権大 

会業務 ほか 

 

《チーム②》 

スポーツ施設管理担当 
・スポーツ振興施設運営管理業務 

・社会体育施設管理業務 

・スポーツ賞表彰に関する業務 

・スポーツ推進審議会に関する業務 

・スポーツ事業後援事務 ほか 

 

 

 

 

《チーム③》 

スポーツプロジェクト担当 
・オリンピック・パラリンピック合 

宿誘致に関する業務 

・国民体育大会に関する業務 

・アリーナプロジェクトに関する業 

務 ほか 

 

 

 

 

※チーム名は未定です。また、配置人員数は今後変更になる可能性があります。 


